令和７年度　仏国レップ委託事業企画提案公募実施要領

下記のとおり、「令和７年度　仏国レップ委託事業」（以下、事業という）に関する委託業務の企画提案書を募集します。応募される方は、以下の事項に留意のうえ応募してください。

1  趣旨
本要領は、令和７年度　仏国における誘客促進のための委託事業者を選定するにあたり、企画提案を募り、応募した事業者から業務委託候補者を選定するために必要な事項を定めるものとする。

2　業務名称
[bookmark: _Hlk160092938]令和７年度　仏国レップ委託事業

3　業務の目的
欧米豪インバウンドの本県への誘客推推進するため、仏国に本県の観光誘客窓口（以下、「観光セールスレップ」という。）を設置し、現地旅行会社に対する定期的な情報発信や本県を目的地とする旅行商品造成の働きかけを行うことにより、仏国における本県の知名度向上及び本県への誘客促進を図るもの。

4　契約期間
契約締結日から令和８年３月１３日（金）まで

5　業務の内容
別添「令和７年度　仏国レップ委託事業仕様書」（以下、「仕様書」という。）のとおり。
※「仕様書」は、事業受託候補者との協議を踏まえて最終決定する。

6　予算限度額
　　１９,０００,０００円（消費税及び地方消費税を含む）

7　委託料の支払
　　委託料の支払は原則として、業務完了後の精算払いとする。

8　参加要件
企画提案は単独の法人および複数（以下、「共同企業体」という）での提案も認める。共同企業体の場合は代表者を定め、以後の手続きは当該代表者が行うこと。 単独の場合は、（５）を除く全ての要件を満たすこととし、共同企業体の場合は（１）から（８）の要件を満たすこと。 

(1) 会社法（平成17年法律第86号）に基づく清算の開始、破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産の申し立て、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされていないこと。（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、再生計画の認可が決定し、又は更生計画の認可の決定が確定した者を除く。） 
(2) 営業に関して、許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていること。 
(3) この公示日から審査会実施日までの間において、指名停止の措置を福岡県から受けていない又は受けることが明らかでないこと。
(4) 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第32項第1項各号に掲げる者でないこと。
(5) 共同企業体の構成員は、他の共同企業体構成員として重複参加をしないこと。
(6) 原則として1年以上の営業実績を有していること。
(7) 同種・同規模の業務に関する実績があること。
（8）日本語と対象市場国・地域の言語において業務上の交渉が可能なレベルの語学
力・コミュニケーション能力を有していること。また、両言語間の翻訳ができる能
力を有していること。

9　質問受付及び回答
質問がある場合は、下記17「連絡先・各書類の提出先」に記載する宛先に、令和７年
３月１４日（金）１３：００（日本時間）までに電子メールで送信すること。
メールの件名は「【質問】仏国レップ委託事業」とし、本文中に質問者の
連絡先及び質問内容について記載すること。
質問は随時、質問者に対しメールにて回答する。
なお、他応募者からの提案書提出状況に関すること、連盟が受け付けない項目と判断
したものについては回答しない。

10　提出資料等
（1）企画提案書
1 提出期限：令和７年３月２７日（木）１３：００（日本時間）まで（必着）
2 提出書類：企画提案書（会社概要・見積書を含む）
※詳細は企画提案書の様式および記載事項を参照
③ 提出方法：提出方法:企画提案書の PDF データを所定のメールアドレスへ提出期限までに提出すること(メールデータの受信をもって公募受付とする。)
※提出物の郵送または持参は受け付けない。

企画提案書の様式および記載事項
＜提出書類の様式について＞
· Ａ4判（タテ・ヨコは任意）
· フォントサイズは10.5pt以上とすること。
· 各ページのページ番号を記載すること。
· 企画提案書は、30ページ以内とし、表紙、目次、会社概要、見積書を含め、全体で40ページ以内とすること。
※（例）A4 1枚　両面印刷の場合2ページとカウント
· 表紙には会社名、担当者名、電話番号及びメールアドレス等連絡先を記載すること。

　＜企画提案書　内容＞
	区分
	内容

	表紙
	会社名、担当者および電話番号等連絡先を明記すること。

	目次
	記載内容を簡潔に記し、その内容が記載されているページを明記すること。

	企画提案書
※30ページ以内

※企画提案書には右の項目をすべて明確に記載すること。

※表現自由（図・イラスト使用可）
	（１）業務内容の詳細
・別添「企画提案公募仕様書」のとおり
（２）会社概要
・会社概要、責任者・担当者の役職・氏名および連絡先（電話、メールアドレス等）について記載すること
（３）事業体制
・本事業への取組体制(人員・経験等)について、明確に説明すること。
・業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、企画提案書に再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲等について記載すること。
・個人情報保護に関する取組（個人情報の管理方法、プライバシーマーク取得状況等）
（４）業務スケジュール
・本事業への取組に関する作業工程、作業フローについて、図表等を用いてわかりやすく明示すること。
・月次報告、最終報告を含めた年間スケジュールを記載すること。

（５）類似事業の受託実績
・過去に受託した類似事業の実績や成果について示すこと。

	見積書

	本事業に係る見積書
· 本事業実施に係る所要経費を全て見積もり、それぞれの内容について具体的に記入すること（消費税及び地方消費税を含む）。
見積の根拠となった所要経費の明細を明らかにすること。


7　提出書類の取り扱い
（１）提出された企画提案書等は委託先の選定のみに使用する。
（２）提案書の作成に要した費用、その他参加に要した費用については企画提案事業者の負担とする。
（３）本要領に示した公募参加の資格がない者、提出書類に虚偽の記載をした者の提出した提案書は無効とする。
（４）提出された提案書等は、理由の如何を問わず返却しない。

8　選定委員会について
本企画提案公募の審査は、選定委員会により行うこととし、本委員会の事務局は、公益社団法人福岡県観光連盟に設置する。
（１）審査の過程で、メールや電話等でヒアリングを行い、追加資料を求める場合がある。
（２）審査結果は、企画提案書を提出した者（共同企業体による提出の場合はその代表者）に対し電子メールにて速やかに通知する。なお、審査内容については公表しない。
（３）契約前に詳細協議を行い、提案企画の一部を変更する場合がある。
（４）委託契約については、原則として第一位選定者とするが、委託に関して必要な協議が合意に至らない場合は、次順位以降の者を繰り上げて協議の上契約する。
（５）企画提案を採用した場合においても、協議して進めていくものとし、提案のあった内容をすべて実施することを保証するものではない。

9　１次審査（書面審査）について
本事業の企画提案参加者が５社以上の場合は、提案評価委員会事務局（公益社団法人福岡県観光連盟）において、下記１１の審査基準により企画提案書の１次審査（書面審査）を行い、２次審査（プレゼンテーション審査）に進む４社を選定する。
ただし、提案評価委員会事務局長の判断により書類審査のみとなり２次審査を実施しない場合がある。


10　２次審査（プレゼンテーション審査）について
提案評価委員会において、プレゼンテーション審査を行い、高い評価点を得た提案事業者を委託候補事業者として選定する。
・２次審査の詳細日程等は、１次審査を通過した提案事業者に速やかにメールにて通知する。
・プレゼンテーションは、原則、提案書に沿って説明を行うこととするが、追加資料や映像等を用いて説明することも構わない。

11　審査基準
・審査は、１次、２次ともに、下表に示す評価項目により採点する。
・２次審査において、合計点数が最も高い提案事業者を委託候補事業者とする。
合計点数が同点となった場合は、提案評価委員会の協議により選定する。
満点の６割を最低基準点とし、合計点数がこれに満たない場合は、選定しない。　
・提案参加事業者が１事業者の場合においても２次審査を行い、最低基準点を超えた
場合、委託候補事業者として選定する。

12 審査項目及び審査基準
	
	審査項目
	審査内容
	点数

	1
	業務体制・スケジュール　
	・業務を遂行するための適切な業務体制及び人員確保がなされているか
・確実に遂行し得る技量（訪日旅行および福岡、仏国市場への知見、語学力）を有するとともに、実現可能なスケジュールとなっているか。
・類似事業の実績が豊富であり、高い知見・ノウハウを有しているか。
	20

	2
	現地旅行会社向け観光セミナーの開催
	・観光セミナーの実施時期・場所・回数・参加社数（人数）等本県の観光PRに効果的な内容となっているか。
・観光セミナーの内容は現地旅行会社のニーズに即した、商品造成および販売に効果的な内容となっているか。
	10

	3
	現地旅行会社向けニュースレターの発信
	・配信時期・回数・配信先旅行会社数は本県への誘客プロモーションに効果的な提案となっているか。
・ニュースレターの内容は仏国における本県の知名度等を踏まえた、観光PRに効果的な内容となっているか。
	10

	4
	現地旅行会社の招請
	・招請を予定する仏国からの訪日旅行を取り扱う旅行会社の概要・会社数・招請時期・日数・行程が本県への誘客促進に効果的な内容となっているか。
・招請した旅行会社へのフォローアップ体制が効果的な提案となっているか。
	10

	5
	現地旅行会社へのセールス
	・仏国の現地旅行会社の商習慣や商品造成サイクルに合わせた提案となっているか。
・現地旅行会社との商談体制が継続的で効果的な内容（商談回数、人員、提案の強み、フォローアップ体制等）となっているか。
	20

	6
	自由提案事項
	・本県の知名度向上や誘客促進に効果的と思われる取り組みについて効果的で、独自性のある有効な提案となっているか。
	10

	7
	KPIの設定
	・数値目標※ は類似の実績等から妥当な設定となっているか。（設定の根拠）
※本県への送客数、本県を目的地に含む旅行商品の造成件数、観光セミナーの回数及び集客人数、ニュースレターの配信件数、旅行会社の招請社数および人数、旅行会社への商談件数）
・本県の認知度向上、誘客促進に効果的な３か年の具体的事業計画（ＢtoＢ向け、ＢtoＣ向け）の提案となっているか。
	15

	8
	見積価格の効率性
	・業務内容に見合った適切な見積であり、経費以上の効果が期待できるか。
	5

	計
	100



13 委託契約について
（１）提案評価委員会で選定された事業者を委託事業候補者として、契約協議を行う。なお、委託契約締結に係る費用は受託者の負担とする。
（２）委託契約にあたっては、提案内容を基に両者協議の上、最終の仕様を決定する。

14 留意事項
(1) 書類の作成など、提案に要する経費は企画提案事業者の負担とする。
(2) 提出された企画提案書等については返還しない。
(3) 提出期限後の企画提案書の提出や追加、差し替え等は認めない。
(4) 企画提案は1事業者につき、１提案とする。
(5) 企画提案事業者が1者の場合でも、審査は行う。
(6) 審査は非公開で行い、審査の経過や結果等に関する問合せには応じない。
(7) 審査結果に対する異議申し立ては受け付けない。

15 選定結果の通知
(1) 企画提案書等の審査により、特定の業務委託候補者１者を決定した後、選定結果を企画提案事業者全員に対し、文書により通知する。
(2) 提出された企画提案書等は特定の業務委託候補者１者を決定するための資料であり、事業実施にあたっては、受託者決定後、詳細な仕様書を作成し、その仕様に基づき事業を実施する。

16 実施内容の変更等
公益社団法人福岡県観光連盟は、予算の都合上、業務の達成状況、その他やむを得ない理由があるときは、本業務について、実施内容を変更または中止することがある。

17 成果物の著作権（重要）
事業により作成した成果等の著作権は、公益社団法人　福岡県観光連盟に帰属するものとする。また、受託者は、本委託業務の実施のために必要な第三者の著作権・肖像権については、事前に書面にて許諾を取得するとともに当連盟にその旨を書面により報告すること。

18 連絡先・各書類の提出先
〒812-8577 福岡県福岡市博多区東公園7-7 北棟7階
公益社団法人福岡県観光連盟
ＴＥＬ：092-645-0019
E-mail：nishida@visitfukuoka.jp
担当　西田、山﨑

【参考：スケジュール】（全て日本時間）
	1
	質問受付期限
	令和7年3月14日（金）13：00

	2
	企画提案書　提出期限
	令和7年3月27日（木）13：00必着

	3
	一次審査結果の通知
	令和7年3月31日（月）

	4
	二次審査の実施（実施する場合）
	令和7年4月2日（水）

	5
	最終結果の通知
	令和7年4月3日（木）

	6
	契約の締結
	令和7年4月予定



以上
